
T s u C i t y

１３－（５）－④獣害から農地を守るプロジェクト13.農林水産

戦略① 「全ての農地を獣害から守る」
→【平成２８年度から防護柵補助制度の要件緩和と小規模農地への支援を実施】

防護柵補助制度 市単独事業

受益面積１ｈａ未満
中山間は0.5ｈａ未満

優良農地
（農振農用地
（一団農地））

小規模農地
（主に農振農
用地外）

制度なし
原則、受益農家の戸数設定、面積設定、
農用地設定を設けず、防護柵の設置を支援

②小規模農地鳥獣害防止事業

令和６年度予算
３，７８１千円

新たな制度を創設！

主に0.5ｈａ未満の農地に対応（小規模農地を全てカバー）

資機材の１/２補助
上限８万円

①農産物鳥獣害対策事業

資機材の１/２補助

上限１００万円

津市の農業経営体の耕地面積で最も多い0.5ｈａ～1ｈａをカバー

現行の補助要件である１ｈａ以上の受益面積を

０．５ha以上に緩和（中山間は０．３ha以上）

令和６年度予算
７，６４５千円

補助要件を緩和！

0.5ha以上の農業振興地域内にあるすべての農地に対応

優良農地 受益農家２戸以上ある一団の農地 小規模農地 農振農用地内外を問わず全ての農地

現行要件：農振農用地で受益面積１ha以上（中山間
は0.5ha以上）、受益農家２戸以上の場合、資機材の
１/２（上限100万円）を補助 全ての農地を対象に補助 補助はどちらかを選択

戦略② 「地域に寄り添った獣害対策の推進」 →【津市獣害対策相談チームの体制強化】

地域に出向き､耕作者､協議会等と共に獣害対策の
確認・相談・被害調査を実施

柵設置・檻貸出、協議会活動、捕獲等への支援

貸出檻の設置、管理

追払い、見回りの実施

再任用職員２名、会計年度職員７名、総合支所担当者９名、農林水産政策課職員全員を として指名津市獣害対策相談チーム

１ 見回り・相談・被害調査

２ 市街地等での獣出没時対応

３ 被害防止対策

業務内容を明確にし、それに対応した体制を整備
４つの総合支所に計７名を配置
（再任用職員、会計年度職員）

農林水産政策課担当者全員、各総合支所
獣害担当者１名（計９名）で対応

狩猟免許を有する会計年度職員７名
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